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解禁日ご協力のお願い
ニュースのワイヤー送信やウェブサイト掲載を始めとするメディア使用の解禁日時：

日本時間：2004年4月24日（土）午前零時（新聞は24日朝刊より解禁）

米国東部標準時間：4月23日（金）午前11時

世界全体の貧困層は1981年の半分に

ただし経済成長の遅れている国もまだ多数
ワシントン、2004年4月23日 — 世界銀行の本日付けの発表によると、極貧状態にある（1日1ドル未満で暮らす）途上国の人々の割合が1981年から2001年の間に、世界人口の40％から21％へと半分近くに減少した。東アジアと南アジアでは急激な経済成長が進み、この2地域だけで5億人以上が貧困から抜け出すことができた。一方、アフリカ、ラテンアメリカ、東ヨーロッパ、および中央アジアの多くの国々では、貧困者の割合が増加、またはごく小幅の減少にとどまった。
このように貧困削減の歩みが一様でないことから、8つのミレニアム開発目標（MDGs）を達成できない国が出てくるのではないかとの懸念が生じている。MDGsは2000年に189ヶ国の合意により設定されたもので、1990年時点の貧困率を2015年までに半減させることを1つめの目標に掲げている。「中国とインドの経済成長のおかげで貧困者の数が劇的に減りました」と世銀のチーフ・エコノミスト、フランソワ・ブルギニヨンは述べた。「ただし、それ以外の地域では持続的な成長がなく、貧困層の数が逆に増えたというケースもきわめて多くみられます。世界全体では2015年までに貧困層の割合を半減させるという1つめのミレニアム開発目標は達成できそうですが、すべての国でMDGsすべてを達成するためには、対外援助の増額の他、貿易の開放や広範な政策改革を大いに進めることが必要です。」

世銀が本日発表した年間報告書「世界経済・社会統計（WDI）2004」によると、1日1ドル未満で暮らす途上国の人々の絶対数は1981年の15億人から2001年には11億人に減少した。減少分の大半は1980年代に実現したもので、1990年から2001年の期間には、世界全体での極貧層減少は幾分減速して約1億2000万人（12億人から11億人）減にとどまったが、全人口に占める貧困者の割合は28％から21％に低下した。 

全途上国の人口1人当たりの国内総生産（GDP）は、1981年から2001年の間に30％拡大した。GDPが3倍に伸び、平均年間成長率6.4％を記録した東アジアでは、極貧層の割合が58％から16％にまで縮小し、1981年以降極貧状態を脱することのできた人の絶対数は4億人以上を数えた。

極貧状態からの劇的な改善がみられたのは中国で、人口1人当たりのGDPが1981年の5倍に達し、6億人以上だった極貧層が2億人をわずかに上回るまでに低下した（率にして64％から17％）。こうした改善のうち約半分は1980年代前半に実現した。  

南アジアでは、1990年代にGDP年間平均伸び率が5.5％を記録し、1990年には41％だった極貧層の割合を現在の31％にまで縮小するのに貢献した。しかしながら、同地域ではこの経済成長と同時期にあたる1990年以降人口が急増したため、2001年における1日1ドル未満で暮らす人の絶対数は4億2800万人と、1990年と比べてわずか3400万人減にとどまった。
東アジアおよび南アジアとはまったく対照的なのがサハラ以南のアフリカで、逆に貧困が拡大した。1981年以来、サハラ以南のアフリカにおいて人口1人当たりGDPが13％下落したのを受けて、1日1ドル未満で暮らす人の数は1億6400万人から3億1400万人（同地域の人口比にすると42％から47％）へと2倍近くに増えた。
東ヨーロッパと中央アジアでも、かつては中央計画経済体制をとっていた国の多くにおいて高い失業率と景気低迷により、1981年にはほとんどゼロに近かった極貧率が1999年までに6％になったが、最近は貧困率が低下してきていることが明らかになっている。東ヨーロッパと中央アジアにおいて1日2ドル未満で暮らす人々は、1981年の800万人（率にして2％）から1999年には1億人（24％）へと増えた後、2001年にはまた減少して9000万人（20％）をわずかに上回るにいたっている。
ラテンアメリカ・カリブ海地域では、1990年代を通して経済成長がわずかにとどまり、貧困率の低下もごく小幅だった。2001年における同地域の貧困率は1日1ドル未満と2ドル未満で暮らす人がそれぞれ10％と25％で、1981年の水準（10％と27％）とほぼ等しかったことになる。  

中東・北アフリカ地域では、極貧層の割合が1981年の5％から2001年には約半分の2％に減り、1日2ドル未満で暮らす人の割合は1981年の29％から2001年には23％に減少した。
[image: image2.png]Poverty rates have been falling in all regions
except Sub-Saharan Africa
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これらの数値からは、貧困削減の歩みが一様でないことがうかがえ、最も著しく改善したのが経済成長と貿易と同時に人的資源の開発や健全な投資環境の整備が行われた地域であることが明らかだ。ただし、経済成長もそれだけでは貧困が短期間に削減されることの保証とはならない。貧困層にまでその恩恵が到達するには時間がかかるからだ。
MDGs達成には社会投資が不可欠
「貧困層の安全保障（セキュリティ）を高めれば、その分病気や経済的ショックからまともに影響をこうむることが少なくなります」と世銀の貧困リサーチ・プログラム担当マネージャー、マーティン・ラバリオンは言う。「貧困層のセキュリティを高めるためには、国家的な貧困削減戦略によって、保健・医療、教育、栄養など基本的サービスを確実に利用できるようにすることで、貧困層の消費ニーズをサポートし、彼らの資産を保護しなければなりません。」 
そうした戦略が緊急に求められていることは、世界中で主に低所得国に暮らす推定8億4000万人が慢性的に栄養不良の状態にあるという事実からも明らかだ。急成長中の地域においてさえ、社会投資が十分でないために、貧困層の生活は人間として尊厳あるものとはいえないままのことが多い。たとえば、南アジアでは、目をみはる成長を経験したにもかかわらず、栄養不良の子供の割合は50％に近く、就学率や修了率も慢性的に低い。このままの傾向が続けば、途上国の半数以上が、MDGｓの一つである、2015年までに初等教育を普及させるという目標を達成できないだろう。
このように社会指標に格差が存在するという｢世界経済・社会統計2004｣の指摘は、貧困層が保健・医療、栄養、教育を受けられないことが多いという世銀の「世界開発報告2004」の内容を裏付けるものだ。たとえば、途上国20ヶ国における個別データによると、最貧層20％の子供の死亡率は、人口全体の子供の死亡率と比べて半分のペースでしか減少しなかった。世界全体では、5歳未満の子供の死亡率は、1990年に出生1000件当たり95だったのが、2002年には81へと減少したものの、2015年までに出生1000件当たり32にまで減らすというMDGの達成には、大幅なペースアップが求められている。 

HIV/エイズに感染した人は世界中で6000万人を越えるが、そのうち95％は途上国で、70％はサハラ以南のアフリカに暮らしている。そのためこれらの地域では、1980年に48年だった平均寿命が2002年には46年に落ち込んでいる。
地域によってまた同じ国の中でも平均寿命、子供や妊婦の死亡率、就学／修了率、ジェンダーの平等、感染症の抑制に関して格差が解消されず、引き続きMDGs達成にとっての大きな障害となっている。「貧困削減を続けていけるかどうかは経済成長と所得分配にかかっている」とWDIは指摘する。 

持続的成長に必要な市場アクセス拡大
貧困削減に必要なレベルの経済成長を達成し持続するためには、途上国から海外市場へのアクセスを拡大することが必要となる。途上国では先進国でよりも産業構造に占める貿易の割合が大きく、かつ急激にその比率を高めているものの、途上国が財・サービスの世界貿易に全面的な参加を実現できるようになるにはまだ多くの障壁が存在している。WDIによると、世界の貧困層の約70％は農村地帯に住み、間接的・直接的に農業に依存しているというのに、世界の農業貿易の3分の2は裕福なOECD諸国からのものだ。これはひとつには、富裕国では農業生産者に対して年間約3300億ドルの補助金が支払われていることにもよる。全交易品を完全自由化した場合に実現するとされる利益のうち3分の2は農業保護措置緩和によるもので、その多くは途上国の低所得農家が享受することになる。
途上国では、一次産品や製造品などの商品が主な貿易対象ではあるものの、コンピュータや金融・情報などのビジネス・サービスの輸出も重要性を高めてきている。また、グローバル化と共に労働力の移動が進み、その結果、貧困削減に占める外国からの送金の重要性が高まりつつある。
モンテレー合意の実現

極貧状態を解消しMDGsを達成するためには、先進国と途上国の両方が貿易を自由化するのに加え、援助フローを特に最貧国に対して拡大することが求められている。WDIによると、途上国や移行経済国への援助フロー純額は1997年の540億ドルから、2002年には700億ドルに拡大した。そのうち4分の1以上がサハラ以南のアフリカに対するもので、同地域の総資本形成の32％を占める。一方、中国、セルビア・モンテネグロ、ヨルダン川西岸・ガザ地区、パキスタンなど中所得国への援助は全体の約半分だった。  

MDG達成のためには、最貧国に対して、現行の債務削減だけでなく、大幅な援助増額が必要となる。WDIは、2002年における開発援助がドナーであるOECD22ヶ国で歳出の平均0.59％、国民総所得（GNI）の0.23％を占めたとしている。一方、1998年における高所得国の軍事支出は歳出の11％、GDPの2.4％だった。低・中所得国では軍事支出が国費に占める割合がさらに高く、1999年時点で歳出の12.3％、GDPの2.6％だった。世界全体の軍事支出は2002年は計7,940億ドルであったが、これは援助額の10倍以上である。
統計に関するキャパシティ・ビルディングの重要性
世銀の年刊報告書「世界経済・社会統計」は、MDGs達成に向けた歩みを把握する上で重要な役割を果たしている。ただし、どこまで正確に把握できるかは途上国による統計の集計・分析・普及能力の拡大（キャパシティ・ビルディング）次第で変わってくる。政府、政治家、実務担当者は皆、信頼性の高いデータを必要としている。また、市民にとっても、政府に説明責任を果たさせるために信頼できるデータが必要なのは同様だ。世銀は、2004年2月にマラケシュで開かれた開発結果に関する第2回ラウンドテーブルでの合意に大きく貢献しており、合意内容達成にはそうしたキャパシティ・ビルディングが不可欠である。具体的には、2010年国勢調査の準備支援、国際的な世帯調査ネットワークの構築、それに2006年までに低所得国による全国的な統計開発戦略を策定することなどが求められている。
「世界経済・社会統計には国際的統計システムの長所と短所の両方が反映されています」と世銀開発データ・グループのシャイダ・バディーは述べた。「システムの改善は単なる技術的な問題ではなく、開発活動に直接関わる問題です。データ、統計、指標は開発結果アジェンダの中核をなすものだからです。」
1981年以降世界的貧困は減少傾向に
With continuing growth the number of people living
 in extreme poverty will fall


1日1ドル未満で暮らす人の数（単位：100万人）
	
地域


	1981
	1984
	1987
	1990
	1993
	1996
	1999
	2001

	東アジア・大洋州
	767
	558
	424
	472
	416
	287
	282
	284

	中国
	606
	421
	308
	377
	336
	212
	224
	212

	ヨーロッパ・中央アジア
	1
	1
	2
	2
	17
	20
	30
	18

	ラテンアメリカ・カリブ海
	36
	46
	45
	49
	52
	52
	54
	50

	中東・北アフリカ
	9
	8
	7
	6
	4
	5
	8
	7

	南アジア
	475
	460
	473
	462
	476
	441
	453
	428

	サハラ以南のアフリカ
	164
	198
	219
	227
	241
	269
	292
	314

	合計
	1,451
	1,272
	1,169
	1,219
	1,206
	1,075
	1,117
	1,101

	中国を除いた合計
	845
	850
	861
	841
	870
	863
	894
	888


1日1ドル未満で暮らす人の割合（％）
	
地域


	1981
	1984
	1987
	1990
	1993
	1996
	1999
	2001

	東アジア・大洋州
	55.6
	38.6
	27.9
	29.6
	25.0
	16.6
	15.7
	15.6

	中国
	61.0
	40.6
	28.3
	33.0
	28.4
	17.4
	17.8
	16.6

	ヨーロッパ・中央アジア
	0.3
	0.3
	0.4
	0.5
	3.7
	4.2
	6.2
	3.7

	ラテンアメリカ・カリブ海
	9.7
	11.8
	10.9
	11.3
	11.3
	10.7
	10.5
	9.5

	中東・北アフリカ
	5.1
	3.8
	3.2
	2.3
	1.6
	2.0
	2.6
	2.4

	南アジア
	51.5
	46.8
	45.0
	41.3
	40.1
	35.1
	34.0
	31.1

	サハラ以南のアフリカ
	41.6
	46.3
	46.8
	44.6
	43.7
	45.3
	45.4
	46.5

	合計
	39.5
	32.7
	28.4
	27.9
	26.2
	22.3
	22.2
	21.3

	中国を除いた合計
	31.5
	29.8
	28.4
	26.1
	25.5
	24.0
	23.7
	22.8


ore than 2 billion people will live on less than $2 a day

1日2ドル未満で暮らす人の数（単位：100万人）
	
地域


	1981
	1984
	1987
	1990
	1993
	1996
	1999
	2001

	東アジア・大洋州
	1,151
	1,104
	1,024
	1,117
	1,080
	922
	900
	868

	中国
	858
	809
	732
	830
	807
	650
	630
	596

	ヨーロッパ・中央アジア
	8
	9
	8
	58
	78
	97
	111
	93

	ラテンアメリカ・カリブ海
	99
	119
	115
	125
	136
	117
	127
	128

	中東・北アフリカ
	52
	50
	53
	51
	52
	61
	70
	70

	南アジア
	821
	859
	911
	958
	1,005
	1,022
	1,034
	1,059

	サハラ以南のアフリカ
	288
	326
	355
	382
	409
	445
	487
	514

	合計
	2,419
	2,466
	2,466
	2,689
	2,759
	2,655
	2,730
	2,733

	中国を除いた合計
	1,561
	1,657
	1,734
	1,858
	1,952
	2,015
	2,101
	2,137


1日2ドル未満で暮らす人の割合（％）
	
地域


	1981
	1984
	1987
	1990
	1993
	1996
	1999
	2001

	東アジア・大洋州
	83.4
	76.3
	67.4
	69.9
	64.8
	53.3
	50.3
	47.6

	中国
	86.3
	78.0
	67.0
	72.6
	68.1
	53.4
	50.1
	46.7

	ヨーロッパ・中央アジア
	1.9
	2.0
	1.7
	12.3
	16.6
	20.6
	23.5
	19.7

	ラテンアメリカ・カリブ海
	26.9
	30.4
	27.8
	28.4
	29.5
	24.1
	25.1
	24.5

	中東・北アフリカ
	28.9
	25.2
	24.2
	21.4
	20.2
	22.3
	24.3
	23.2

	南アジア
	89.1
	87.2
	86.7
	85.5
	84.5
	81.2
	77.7
	76.9

	サハラ以南のアフリカ
	73.3
	76.1
	76.1
	75.0
	74.3
	74.8
	75.7
	76.3

	合計
	65.9
	63.4
	59.8
	61.6
	60.1
	55.3
	54.2
	52.8

	中国を除いた合計
	58.3
	58.0
	57.2
	57.6
	57.2
	56.0
	55.6
	54.8







#### 

購読のお申し込みをいただくと、｢世界経済・社会統計2004｣を

下記ウェブサイトでご覧いただけます。

www.worldbank.org. 
お申し込み、またはハード・コピー、CD-ROM、リトル・データ・ブック、

リトル・グリーン・ブクをご希望の方は、下記ウェブサイトをご覧下さい。

www.worldbank.org/publications.
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